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平成２４年度 一般財団法人ふくしま建築住宅センター事業報告

自 平成２４年４月 １日

至 平成２５年３月３１日

日本経済再生に向けた緊急経済対策等により、平成 24 年度の我が国の経済は、緩やか

に回復してまいりましたが、平成 25 年度においても国は、大胆な金融政策、機動的な財

政政策、民間投資を喚起する成長戦略の「三本の矢」により、長引く円高・デフレ不況

から脱却し、雇用や所得の拡大を目指すこととしております。

このため、東日本大震災からの復興需要や緊急経済対策効果の多方面への波及等によ

る雇用・収益環境の持ち直し等を背景として、幅広い国内需要や復興需要が成長を下支

えすることが期待されていることから、今後、緩やかな景気回復がより一層促進される

と見込まれております。

県内においては、東京電力(株)福島第一原子力発電所の事故後、二箇年が経過した今

日でも、多くの被災者の方々が県内外への長期避難を余儀なくされていることなど、い

まだ先行き不透明な状況が続いている一方、相馬市やいわき市等の原発事故被災地周辺

においては、復興関連施設や住宅等の建設が増加しており、復興に向けた動きは着実に

進んでいる状況にあります。

平成 24 年度の新設住宅着工戸数をみると、全国では、８９３，００２戸と前年度比

６．２％の増加となっている中で、県内では、前年度比５３．５％増の１２，４２１戸

と大幅に増加しており、住まいの復旧・復興が着実に進んでいることを示しております。

一方、福島県は平成 24 年度に、震災被災者や原発避難者等の住まいの再建支援等の拡

充を図るため、当センターなど建築関係団体との連携による「復興建築住宅支援施策」

を策定し、具体的なアクションプログラムを推進することとしました。

当センターは、公益目的事業であります「安全・安心な地域社会形成支援事業」の一

環として、「復興建築住宅支援施策」に取り組むこととし、平成 24 年度は住宅相談はも

とより、県及び関係団体とともに「ふくしま復興住宅フェア（県内３箇所）」を開催する

とともに、相談活動等の状況をまとめたパンフレットを作成し、被災された方々に配布

いたしました。

また、平成 23 年度から実施しております確認検査手数料の減免について、平成 24 年

度は更なる支援を図るため、被災住宅は規定手数料額の 1/2 減免を全額免除とするととも

に、住宅以外の被災建築物については、規定手数料額の 1/2 を新たに減免することとしま

した。

なお、指定確認検査機関の体制整備等を支援する、国の「東日本大震災復興関連事業

円滑化支援事業」については、平成 24 年度も継続されたことから、当センターも引き続

き、指定確認検査機関として事業の補助対象機関として認定を受け、平成 24 年度に係る

確認検査手数料の減免について、補助金交付申請を行いました。

当センターは、これまでも迅速・丁寧な対応をスピード感を持って進めてまいりまし

たが、平成 24 年度は急激な業務量の増大に対応した適正な審査・検査を行うため、組織

体制の整備に努めるとともに、これまで同様、利用者の皆様に安心してご利用いただける

よう、確認済証交付予定日の明確化、検査希望日に対する柔軟な対応など顧客満足度の
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高いサービスを提供する一方、まもりすまい保険業務等に関しましても、当センターの中

核的業務であります建築確認検査業務と連携した、窓口の「ワンストップサービス」等の

利便性を周知することに加え、継続利用者の維持及び新規利用者の更なる拡大を目指し、

役員等による積極的な事業者訪問を行いました。

平成２４年度 新設住宅着工戸数（平成 24 年 4 月～平成 25 年 3 月 国土交通省）

平成 24 年度 （戸） 平成 23 年度（戸） 備 考

全 国 ８９３，００２ ８４１，２４６ 6.2 ％

東 北 ５５，９４２ ４０，４６１ 38.3 ％

福 島 県 １２，４２１ ８，０９３ 53.5 ％

１ 確認・検査業務

建築基準法に基づき、指定確認検査機関として、建築物や建築設備及び工作物の確認

・検査業務を公正かつ的確に行いました。

確認申請件数は、前年度比、３２．４％の増、７，４９９件、検査申請件数は、前年

度比、３３．２％の増、６，１４３件となりました。

また、確認・検査収入額は前年度比、２７．９％の増、３１７，６５２千円となりま

した。

１）確認・検査申請件数（全体申請件数）

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

確認申請件数 ７，４９９ ５，６６３ 32.4 ％

検査申請件数 ６，１４３ ４，６１２ 33.2 ％

計 １３，６４２ １０，２７５ 32.8 ％

収入額 （千円） ３１７，６５２ ２４８，４１０ 27.9%
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〈事務所毎の確認・検査取扱件数内訳〉

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

県北事務所 ４，４１５ ３，３４７ 31.9 ％

県中事務所 ４，４１１ ３，７５３ 17.5 ％

いわき事務所 ３，５０８ ２、０８２ 68.5 ％

会津事務所 １，３０８ １，０９３ 19.7 ％

計 １３，６４２ １０，２７５ 32.8 ％

２）災害に伴う確認検査手数料減額取扱い件数

被災者の復興支援を図るため、平成 24 年度は、被災住宅に係る確認検査手数料を全額

免除（平成 23 年度は 1/2）とし、一般建築物については、新たに規定額の 1/2 の減免を行

いました。

（①センターの減免状況（確認・検査の件数及び手数料）

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

件数（件） ２，９８３ １，５２５

住 宅

金額（千円） ５６，３０３ １４，２９０

件数（件） ３３３ －

一 般

金額（千円） ３，９９０ －

件数（件） ３，３１６ １，５２５

計

金額（千円） ６０，２９３ １４，２９０
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（② 災害減免に対する国庫補助 （H24 年度の補助対象期間＝ H24.3 ～ H25.2）

（H23 年度の 〃 ＝ H23.11 ～ H24.2）

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

件数（件） ２,８９７ ５３４

住 宅

金額（千円） ２７，３０４ ４，８７０

件数（件） ３００ －

一 般

金額（千円） ３，４８８ －

件数（件） ３，１９７ ５３４

計

金額（千円） ３０，７９２ ４，８７０

（災害減免に対するセンターの負担額 ①－②）

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

センター負担額（千円） ２９，５０１ ９，４２０

２ 住宅性能評価業務

住宅の品質確保の促進に関する法律に基づく登録住宅性能評価機関として、戸建て住

宅と共同住宅における設計住宅性能評価及び建設住宅性能評価の業務を行いました。

設計住宅性能評価は、１１０戸、建設住宅評価は２戸、収入額は、前年度比、５７．

６％の増、３，２５３千円となりました。

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

設計住宅性能評価 １１０戸 ６３戸 74.6 ％

建設住宅性能評価 ２戸 ３戸 △ 33.3 ％

収 入 額 （千円） ３，２５３ ２，０６３ 57.6%



- 5 -

３ 独立行政法人住宅金融支援機構との業務協定に基づく業務

１）適合証明業務

住宅ローンの証券化支援事業に係る、新築住宅及び既存住宅の設計検査・現場検査の

適合証明業務を行いました。

適合証明件数は、対前年度比、１１．３％の減、１，２９２戸、収入額は、４．８％

の減、１８，６５４千円となりました。

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

証券化支援事業 （戸） １，２９２ １，４５６ △ 11.3 %

収入額 （千円） １８，６５４ １９，５８８ △ 4.8%

２）災害復興住宅融資等現場審査業務

災害復興融資住宅に係る建設、購入、リ・ユース等の工事審査業務を行いました。

工事審査業務件数は、対前年度比、１００％の増、４４８戸、収入額は、１６５％の

増、１０，２５８千円となりました。

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

現場検査業務 （戸） ４４８ ２２３ 100 ％

収 入 額 （千円） １０，２５８ ３，８７４ 165 ％

４ 住宅瑕疵担保責任保険業務

住宅保証機構(株)の県内唯一の統括事務機関として、同機構の「まもりすまい保険」

を取扱っております。

その結果、届出事業者は、１，１０７社、保険契約取次戸数は、対前年度比、５８．３

％の増、２，２５８戸、収入額は、２９．９％の増、５０，６２１千円となりました。
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平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

届出事業者（ 累計） １，１０７ １，０２７ ８０社

保険契約取次戸数（戸） ２，２５８ １，４２６ 58.3 ％

収 入 額 （千円） ５０，６２１ ３８，９７７ 29.9 ％

５ 長期優良住宅技術審査業務

平成２１年６月より、建築及び維持保全に関する計画の認定を柱とする「長期優良住

宅の普及の促進に関する法律」が施行されたことに伴い、登録住宅性能評価機関として、

適合証を発行するための技術審査業務を行いました。

平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

申請件数 （戸） １８３ １４１ 29.8 ％

収 入 額 （千円） ６，８５６ ５，２７１ 30 ％

６ 住宅版エコポイント業務

登録性能評価機関として、新築住宅に係る「対象住宅証明書」の発行業務と、新築及び

リフォーム等に係るエコポイント申請の受付業務を実施しておりましたが、平成２３年度

第３次補正予算で「復興支援・住宅エコポイント」が創設されたため、引き続き「対象住

宅証明書」の発行及びエコポイント申請の受付業務を行いました。

対象住宅証明書件数は、対前年度比６３．２％の増 、２，００９件、エコポイント申

請受付件数は、対前年度比４８．１％の増、３，９６７件、収入額は、４２％の増、４１，

３６７千円となっております。
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平成 24 年度 平成 23 年度 備 考

対象住宅証明書交付件数 ２，００９ １，２３１ 63.2 %

エコポイン 新 築 ２，８１３ １，７２０ 63.5%

ト申請受付

件数 リフォーム １，１５４ ９５８ 20.5 %

計 ３，９６７ ２，６７８ 48.1 %

収 入 額 （千円） ４１，３６７ ２９，１２４ 42.0 %

７ 安全・安心な地域社会形成支援事業

センター設立以来、公益事業として実施しておりました「講習会の開催や住宅相談・ま

ちづくり支援事業」につきましては、一般財団法人移行に伴う公益目的支出計画事業であ

る「安全・安心な地域社会形成支援事業」として、下記のとおり実施しました。

１，他団体等への講師派遣の推進

県民の皆様が安全で安心して暮らせる建築物の提供に携わる事業者や建築士を対象とし

た関係団体の講習会・研修会へ、講師を派遣しました。

１）講師派遣

・福島県建築設計協同組合（郡山市熱海 参加者数８０名）

・福島県建築士会研修会（安達支部、福島支部、いわき市 参加者数１５０名）

・（公社）福島県宅地建物取引業協会（法定講習会 年 6 回 参加者数３９８名）

２，住宅相談・まちづくり支援事業の推進

東日本大震災や東京電力(株)福島第一原子力発電所の事故により多くの方々が長期間の

避難を余儀なくされていることから、引き続き「被災住宅補修・再建相談」を行いました。

被災住宅補修・再建相談件数 （ H24.4.1 ～ H25.3.31）

全体 内訳 県北方部 県中方部 いわき方部 会津方部 相双方部

８１ ３ １６ ３２ ０ ３０

（４５） （２） （１１） （１２） （０） （２０）

（注）（ ）は現地相談件数
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なお、震災被災者や原発避難者等の住まいの再建支援等の拡充を図るため、福島県は

当センターなど建築関係団体との連携による「復興建築住宅支援施策」を策定し、具体

的なアクションプログラムを推進することとしました。

当センターは、「安全・安心な地域社会形成支援事業」の一環として、「復興建築住宅

支援施策」に取り組みました。

１）施策１「被災者等の住宅相談・トラブル防止（消費者の保護）」

・関係団体が実施している相談業務について、住宅相談窓口一覧表を 5 万部を作成し、

県及び市町村を通して被災者に配布しました。

２）施策２「被災者等住宅再建・居住の支援（住宅総合フェア）

・「ふくしま復興住宅フェア」を県内 3 方部で開催するとともに、被災住宅相談を実

施しました。

（ふくしま復興住宅フェア）

・H24.12.15(土）～ 16（日） 南相馬市：道の駅南相馬

・H25.2.2（土）～. 3（日） いわき市：ラトブ６階

・H25.3.16（土）～ 17(日） 郡山市：ビックパレットふくしま

（出前被災住宅相談会）

・H25.1.19（日）福島市：パルセ飯坂

８ 住環境整備に関する受託事業

福島県より建築物動態統計調査事務を受託しました。

・委託期間 平成２４年４月１日 ～ 平成２５年３月３１日

・事務範囲 建築動態統計調査事務のうち、建築工事届により建築着工統計調査表

への転写事務及び建築物除却統計調査票への転写事務。
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９ 業務執行体制の整備

平成２４年度は、県内の新設住宅戸数の大幅な伸びにより、当センターの建築確

認・検査を中心とした業務量が、当初の予定に比べ大幅（建築確認件数：５，５０

０件→７，４９９件など）に増加したことに伴い、確認・検査業務等を的確に処理

するために、事務所間の連携による業務量の平準化とともに、随時、非常勤嘱託員

や外部検査員の増員を行うことにより業務執行体制を整備し、業務処理の停滞を招

かないよう対応策を講じました。

（注）平成２４年度：事務所毎の確認・検査申請件数の増加率（前年同期比）

県北事務所（31.9%） 県中事務所（17.5%） いわき事務所（68.5%）

会津事務所（19.7%）

〇職員数等の推移

① H24/4 H24/10 H24/12 ② H25/4 増減（②－①）

役職員 ４１ ４５ ４７ ５１ １０

有資格者

２４ ２８ ３０ ３５ １１

（非常勤

嘱託員） （２） （６） （８） （６） （４）

事務・技術

１７ １７ １７ １６ △１

外部検査員 １２ １８ １８ １３ １

（注１）有資格者（適合判定資格者）には、役員２名を含む。

（注２）非常勤嘱託員は、有資格者の内数。


